
「知財経営の実践に向けたコミュニケーションガイドブック
～経営層と知財部門が連携し企業価値向上を実現する実践事例集～」の解説
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企業価値の源泉としての無形資産の重要性の高まり

3

⚫ 企業価値の源泉が有形資産から無形資産に変わってきている中、日本では依然として有形資産投資のウェイトが高い。

⚫ 日本の企業価値に占める無形資産の割合は、欧米に比べて格段に低い（S&P 500の90％に比べ、NIKKEI 225では32％）。

（出典）2020年版通商白書

米国 日本

（出典）OCEAN TOMO HP
特許庁



コーポレートガバナンスコードの改訂

⚫ 2021年6月に改訂されたコーポレートガバナンスコードにおいて、知的財産への投資

に関する補充原則が追加された。

4

【原則３－１．情報開示の充実】
補充原則３－１③  上場会社は、経営戦略の開示に当たって、自社のサステ
ナビリティについての取組みを適切に開示すべきである。また、人的資本や知的財
産への投資等についても、自社の経営戦略・経営課題との整合性を意識しつつ分か
りやすく具体的に情報を開示・提供すべきである。
特に、プライム市場上場会社は、気候変動に係るリスク及び収益機会が自
社の事業活動や収益等に与える影響について、必要なデータの収集と分析
を行い、国際的に確立された開示の枠組みであるＴＣＦＤまたはそれと同
等の枠組みに基づく開示の質と量の充実を進めるべきである。

【原則４－２．取締役会の役割・責務(2)】
補充原則４－２②  取締役会は、中長期的な企業価値の向上の観点から、自
社のサステナビリティを巡る取組みについて基本的な方針を策定すべきである。

また、人的資本・知的財産への投資等の重要性に鑑み、これらをはじめとす
る経営資源の配分や、事業ポートフォリオに関する戦略の実行が、企業の持続
的な成長に資するよう、実効的に監督を行うべきである。

特許庁



知財と経営に関する企業関係者へのアンケート調査結果

5
n=310

A7 知財担当役員の兼務状況

知財専任

3%
経営部門役員

11%

法務部門役員

8%

研究開発部門役員

37%

知財担当役員

はいない

34%

その他

4%

B1 経営層は知財を重視していると思うか

そう思う

35%

中程度

35%

あまり思わない

21%

全く思わない

3%

B2 知財活動が経営に貢献していると思うか

そう思う

25%

中程度

44%

あまり思わない

26%

B3 経営と知財部門で情報共有できているか

中程度

42%

そう思う

16%

あまり思わない

33%

全く思わない

6%

社長3% 大いに思う

6%

大いに思う

3%

全く思わない

2%

大いに思う

3%

出典：経営に資する知財マネジメントの実態に関する調査研究報告書（2020年）
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企業価値向上に資する知財経営の普及啓発に関する調査研究

◼ 調査対象企業10社において、経営層と知財部門を含む企業内チームとの十分な意思疎

通・連携のもと、中長期的な事業成長に資する知財戦略の策定・実践することを通じ、

知財経営を企業に浸透させるために必要な事項を調査研究。

現地調査の実施

経営層 など

経営

コンサルタント

知財部門

●「As is」にお

ける知財の果た

す役割の認識

●「To be」及び

「To be」におけ

る知財の果たす

役割の構想

●「As is」から

「To be」への移

行のための知財

戦略の策定

知財経営を実践
している企業の
ヒアリング

●４社の経営層への
ヒアリング

知財情報分析

アドバイザー

知財

コンサルタント
報告書の作成

派遣チーム 調査対象企業

事業部門
経営企画
部門

●知財情報ツール

活用及び分析の支援

企業内チーム

●十分な意思疎通・連携

●経営デザインシートなどを

活用した知財と価値創造メカ

ニズムとの関係の認識

●知財情報による裏付け

オプション派遣

経営層による
座談会の実施

●現地調査の経験や
成果について経営層
どうしで共有
●知財経営の在り方
などについて議論

https://www.jpo.go.jp/support/example/
chizai_keiei_guide.html

知財経営の実践に向け

たコミュニケーション

ガイドブック
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知財経営の実践に悩む企業の課題

①知財部門・知的財産の役割に対する「意識」のギャップ
例えば知財は”守り”、知財部門の役割は知財管理などの認識

②「知財部門」に経営サイドの情報・視点が不足する「情報」のギャップ
経営層が意思決定の基礎とする様々な情報や、情報を整理、分析し提案につなげる視点が知財部
門に不足

【知財経営の実践に悩む企業と実践できている企業とのギャップ】

知財の
専門知識

・
技術などの
専門知識

知財専門家としての
知財管理への期待に留まる

経営 知財
既存の事業や研究開発成果などを

守るための知財管理の説明

【知財経営の実践に悩む企業】

知財部門の役割が限定的で、相互の情報共有もその範囲内に留まる
特許庁 8



経営課題・自社
の差別性の理
解・将来構想事
業の仮説など

将来戦略に向けた
分析・提案の期待 など

将来の他社との差別性の
提案や作りこみ など

経営 知財

知財経営を実践するために必要なこと

①経営層・知財部門及び関係部門が、それぞれ知財部門の役割モデルを再定義すること
経営層が、また、知財部門自身が、知財部門の役割を、将来の経営や事業を見据え、それに対し
て知財で貢献するという位置づけに再定義

②経営層・知財部門の議論の機会を積極的に創造し、濃密な議論を繰り返し、相互が情
報の差を埋めること
知財部門は、もつべき情報を「経営課題」とも紐づけて意識し、経営層などに刺さる情報を意識
的に収集・分析・発信し、フィードバックを受けて修正を繰り返す
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企業名

1
株式会社
オプティム

事業構想の上流から、権利化のみなら
ず知的財産の可視化、社外アピールの
検討、事業企画の相談なども担う

組織構造上、知財部門は社長室の
一員
これにより事業企画の当事者意識
がある

2 貝印株式会社
製品企画から販売戦略まで、関連部門
を知的財産の観点から伴走支援

定期的な対話で
PDCAサイクルを回し続けて
経営層の課題感や将来構想を理解

3 花王株式会社

事業部門が知財をどのようにビジネス
に活用していくかを考える
そのために、自社の強み・弱みや動向
分析を通し、事業部門を支える

研究開発部門の経営層と知財部門
の対話は多い
事業部門の経営層と知財部門は、
現在対話を深めている

4
日東電工
株式会社

サプライチェーン全体の中で優位性を
築くこと
知財の分析により開発の方向性を示す

知財部門は高い視座を持ち、経営
層や事業部門とコミュニケーション
を繰り返して相手のニーズを理解

知財経営を実践している企業４社へのヒアリング調査

知財部門の役割
知財部門と経営層の
情報ギャップをどう埋めているか
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企業が直面する課題

顧客価値の変化
（既存市場の縮小 など）

社会環境の変化
（サスティナビリティなど）

ビジネスモデルの変化
（モノからコトへ など）

1 2 3

将来の顧客価値から
バックキャストで見た
大胆な新事業提案

将来の社会環境と
短期的な利益創造を
両立する事業創造

既存ビジネス・組織の
しがらみを超えて変革する
シナリオの創造

将来構想からバックキャスト型で、
新規分野への展開戦略を知的財産
起点で精緻化

Case 1

顧客価値起点の知財戦略構想を通
じ、知財部門が経営・事業部門の
結節点となる

Case 3

自社の本質的な強みに着目し、モ
ノ売りからコト売りへの変革シナ
リオを構想

Case 5

50年後に向けた段階的なストー
リーを社内で共有し、改革に挑む

Case 2

コンセプト先行の新事業構想に将
来価値を定めてビジネスモデルを
構築

Case 4

自社が持つ独自性を知財・無形資
産として再定義し、将来戦略の核
と設定

Case 6

変化への対応の中で経営層が直面する課題

経営と知財をつなぐことを目指した試行錯誤の仮想事例

◼ 経営戦略としての知的財産への投資、活用に課題を感じている企業への現地支援の結果

に基づく６つの仮想事例を掲載

11特許庁
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仮想事例での「コミュニケーションの改善のための突破口」

特許庁 12

•本質的な強みについて部門間で共通理解がなかった

•これまでF社の強みの棚卸を行ったことがなかった

コミュニケーション
の状況

知財部門の役割初
期
状
態

改
善
の
た
め
の

突

破

口

•自社の強みについて、企業価値の源泉となる知財・無形資産に紐
づけて整理を行い、「評価技術」「混合技術」という2つの強み
を明らかにした

•F社が保有する技術から強みを分析し、強みを活かしたビジネス
モデルとなっているか確認し、現状の課題を把握した

知財部門での
取組

情報ギャップが
埋まった動き

改

善

後
•チームメンバーが各々の知見を活かしたアイデアを出し合って、
将来戦略について建設的な議論を実施

•自社の本質的な強みについて、知財・無形資産に紐づけて整理

•知財の強みを活かしたビジネス展開を提案

コミュニケーション
の状況

知財部門の役割

◼ 各仮想事例の最後に「コミュニケーションの改善のための突破口」と題して、初期状態か

ら、改善のための突破口を経て、改善後への経緯をまとめたページを掲載

【Case 6（次スライド）の「コミュニケーションの改善のための突破口」の記載（一部略）】

①

②

③

④

⑤

⑥
12特許庁



強みを理解できていないＦ社のメンバー

営業

開発

Ｆ社の強みは営業スタイ
ルやお客様との繋がり

Ｆ社の強みは製品開発や
アフターフォロー

なぜＦ社の化学材料が市場から評
価されてきたのかわからない…

現状のビジネスモデル

材料の提供

塗料メーカー

樹脂材料の提供

顔料メーカー
添加剤メーカー合成樹脂メーカー（F社）

将来のビジネスモデル

材料の提供

塗料メーカー

顔料メーカー
添加剤メーカー

合成樹脂メーカー（Ｆ社）

全員

【課題】値下げ交渉で利益率減 【検討のつまずきポイント】自社の強みについて共通認識なし

これまで自社の強みの分析を
行っていない

知財
部門

知財部門の役割

◆自社の強みについて知財・無形資産
に紐付いて整理

◆強みを活用したビジネスの検討

【改善のための突破口】
◆知財部門が分析し、材料の混合技術や塗料の
評価技術に独自の強みがあることを明確化

◆この強みに着目し、将来事業を構想

高い評価を得

るためにはF社

の混合技術が

必要

F社独自の塗
料の評価方
法を標準化

経営層

報告と

FB

知財部門の役割に

ついての認識共有

①

②
③・④

⑤
⑥

◼ 樹脂材料を塗料メーカーに提供する合成樹脂メーカー（F社）が利益率を高めるための事業を検討

◼ 開発部門、営業部門、知財部門の間で、自社の強みについて共通認識がないことが判明

◼ 知財部門が自社の強みを分析し、材料の混合技術に強みがあることを明確化

◼ この強みを活かして、自社材料と顔料、添加剤などの複数の他社の材料を集めて混合して提供する事業を構想

◼ 知財部門から、F社の混合技術を使った塗料の評価方法を標準化し、高評価を得るにはF社の混合技術が必要となる

ようにすることを提案

仮想事例の紹介（Case 6）

13特許庁
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経営・知財のコミュニケーション強化へのチェックリスト

① 知財部門の「役割」をめぐる意識のチェック

② 経営層と知財部門の「つながり」の現状診断

A:主に経営層向けチェックシート

B:主に知財部門向けチェックシート

① 知財部門の経営戦略や自社の強みへの理解度チェック

② 知財部門と新事業や他部門とのつながり（現場への深い理解）

◼ 知財経営の実践に向けた課題や、目指す姿や次に進むべきステップを初期的に診断

するためのチェックリストを掲載

◼ 主に経営層向けと知財部門向けにそれぞれ作成

【チェックリストの項目】 【チェックリストのイメージ】
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経営層・知財部門に求められる具体的な活動

経営層に求められること

⚫ 知財部門と情報共有し、将来の経営や事業について対話する機会を設ける

⚫ 知財部門に対して、将来の経営や事業の課題を見据え、知財で貢献する活動を促す

⚫ 知財部門からの情報や提案などに対して、フィードバックを繰り返し行う

知財部門に求められること

⚫ 将来の経営や事業の課題を把握し、知財で貢献することを目指す

⚫ 経営層や他部門と対話し、相手からのフィードバックを必ず受け、分析や提案につい

て改善を繰り返す

経営層・知財部門双方に求められること

⚫ 対話の際に、議論の対象や時間軸を可視化して、相互の認識を合わせる

⚫ 他社の事例などを参考に、知財部門の活動のイメージをつかむ

15特許庁
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調査研究の背景と問題意識

過去の事例集の紹介
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イノベーションの創出、事業競争力の強
化、組織・基盤の強化などの経営課題の
解決に資する知財戦略に取り組んできた
国内外の企業をヒアリング調査してとり
まとめた事例集。
主に知財機能レベルの「戦略＋具体的な
戦術」のレイヤにフォーカスし、国内外
企業20社以上の事例をまとめた。

出所：
https://www.jpo.go.jp/support/example/ch
izai_senryaku_2020.html

経営戦略を成功に導く知財戦略
【実践事例集】（2020年度発行）

経営における知的財産戦略事例集
（2019年度発行）

経営と知財を巧みに連携させて、両者の距
離を縮める取り組みを実施している企業の
知的財産戦略に関する国内外の企業の事例
をヒアリング調査してとりまとめた事例集。
主に企業レベルの「経営戦略＋知財戦略」
のレイヤにフォーカスし、国内外企業50
社以上の事例をまとめた。

出所：
https://www.jpo.go.jp/support/example
/keiei_senryaku_2019.html

2019年度から2022年度に発行した事例集①

17特許庁



共創（Co-creation）による事業創造と知財戦略
の連携について調査を実施。
特にCo-creationによる事業創造の全体像を俯瞰
し、経営層・新事業開発・知財の立場の「悩みや
課題」にフォーカス。
上記「悩みや課題」に対し、Co-creationの事業
創造における「知財戦略実践へのアプローチ」、
「環境整備」、「事業創造プロセス」に整理して、
各社の取組（国内外企業12社）を紹介。

新事業創造に資する知財戦略事例集
～「共創の知財戦略」実践に向けた
取り組みと課題～（2021年度発行）

出所：
https://www.jpo.go.jp/support/example/c
hizai_senryaku_2021.html

2019年度から2022年度に発行した事例集②

知財・無形資産を活用して、企業価値向上に取り
組まれた国内の企業をヒアリング調査してとりま
とめた事例集。特に知財部門と経営層とのコミュ
ニケーション、投資家などのステークホルダーに
対する知財情報の開示の内容にフォーカス。
「1経営上の課題/中長期的な事業の方向性」、
「2成長戦略の事例」、「3成長戦略の事例におけ
る知財戦略」、「4経営層と知財部門とのコミュ
ニケーション」、「5知財戦略のステークホル
ダーへの開示について」に整理して、
各社の取組（国内企業20社）を紹介。

企業価値向上に資する知的財産活用
事例集 -無形資産を活用した経営戦略
の実践に向けて-（2022年度発行）

出所：
https://www.jpo.go.jp/support/example/c
hizai_senryaku_2022.html

18特許庁
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• 御質問／御要望は遠慮なく下記連絡先までお知らせくだ
さい。

• 本事例集に関する意見交換のご希望がございましたら、
QRコードから御入力をお願いいたします。

連絡先
特許庁総務部企画調査課
PA02E0@jpo.go.jp

特許庁：意見交換を希望する企業様用応募サイト

おわりに

特許庁



ありがとうございました

特許庁総務部企画調査課
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